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住宅によって蓄えられているのです。（独）森林総合研

究所では、日本の国家森林資源データベースとともに、

森林部門と住宅部門を合わせた施策シナリオに基づい

て、国レベルの炭素吸収量を試算するモデルを開発し

ました。それに基づき、吸収量を維持増加するためには、

複層林を含めた森林管理と住宅の耐久年数の増加が効

果的であることを明らかにしました。一方、国外に目

を向けると、地球の陸地の 1/3 は無立木の荒漠地です。

そこでは、従来の草本や低木を用いた緑化技術に替わ

る植林技術の開発が緩和策として有効で、地表面近く

に発達したハードパン（硬い土層）を破砕する植林法、

塩集積地における耐塩・高成長樹種の選抜（ユーカリ

属の天然交雑種）、チューブによる表層の高塩濃度土壌

回避植栽法などの技術開発を行っています。また、木

材製品の活用では、工場廃材や林地残材など未利用木

質資源を利用したバイオエタノール化等の技術開発が

推進されています。

5．今後の研究課題

　今後の地球温暖化対策については、これまでどおり、

「緩和策」、つまり、農林水産分野からの温室効果ガス

排出をできるだけ少なくするための研究開発を行いな

がら、このレポートで取り上げたように、温暖化の進

行はある程度避けられないとの観点から、「適応策」の

研究開発も進めていく必要があります。農林水産省で

は、それを踏まえ、2007 年 6 月 21 日に、「農林水産

省地球温暖化対策総合戦略」を公表しました。その中で、

「地球温暖化対策研究」の推進について、緩和策、適応

策、影響評価の 3 つを柱として、それぞれの柱の中で、

次のようなことに重点を置いて進めていくことを述べ

ています。

　緩和策の研究としては、CO2 などの温室効果ガスの

発生・吸収メカニズムの解明、モデル化などの基礎的

な研究を進め、それらを基に、温室効果ガスの発生を

できるだけ抑え、森林や土壌への炭素の吸収をできる

だけ確保する農林水産生態系の管理技術を開発してい

くことが重要です。その際、ライフサイクルアセスメ

ント（LCA）の手法を活用して炭素収支を評価するこ

とにより、農法や生態系の管理手法全体として温室効

果ガスの排出削減につながるような技術を開発するこ

とが必要となります。また、その際、農林水産業の生

産性にも考慮する必要があることは言うまでもありま

せん。

　適応策の研究としては、まず、現在発生している高

温障害等の農作物被害に対して、生産現場における当

面の適応策を評価した上で、農業生産現場のニーズを

踏まえた高温耐性品種の育成や生産安定技術の改善等

の技術開発を推進していくことが必要です。

　さらに、将来の地球温暖化の進行が農林水産業に与

える影響の内容・程度やその時期等について、このレ

ポートで紹介したようなこれまでの研究成果も踏まえ、

より精度の高い影響評価（将来予測）を実施し、この

影響評価に基づき、地球温暖化適応策の研究を計画的

に推進していくことが必要となります。また、将来の

作物転換も含めた抜本的な適応策の見直しを見据えた

基礎的な研究として、品質や収量の低下等の地球温暖

化影響に係る生理的メカニズムと遺伝要因の解明を開

コラム③

海洋の CO2 吸収能力は高い
　海洋は広いので、二酸化炭素の吸収能力も大きなものとなっています。IPCC 第 3 次評価報告

書（2001）によると、化石燃料の燃焼など人為により、毎年、約 63 億トンの炭素が大気中に排

出されており、地球はその約半分の、約 31 億トンの炭素を毎年、吸収しているとされていますが、

31 億トンのうち、17 億トンが海洋による吸収で、残りの 14 億トンが陸域生態系による吸収と

見積もられています。しかし、この見積もりは、いまだに不確実性が大きく、その原因は、炭素

の吸収・放出プロセス、特に藻類、貝類、サンゴ類など浅い海でのプロセスに未解明な部分が多

いためといわれています。そのため、現在、農林水産省では、浅い海の代表である「藻場」の炭

素循環を明らかにする研究を進めているところです。
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始し、将来の新たな品種や生産安定技術の開発に資す

る知見の蓄積を進めていくことも必要と考えられます。

現在から遠い将来まで、それぞれの段階で必要な適応

策を計画的に開発する必要がありますが、いずれの適

応策を開発する際にも、その技術を、温室効果ガスの

排出削減という観点からも評価する必要があります。

つまり、適応策と緩和策は別々のものではありえず、

両立するような技術を開発することが求められている

のです。

（執筆担当：白戸康人、福嶌陽、大潟直樹、小原隆由、

川嶌健司、原田久富美、山田竜彦、古板博文、大谷敏郎）
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・IPCC 第 4 次評価報告書

第 1 作業部会（自然科学的根拠）

http://ipcc-wg1.ucar.edu/index.html

（日本語）http://www.jma.go.jp/jma/press/0702/02b/ipcc_wg1.html）

第 2 作業部会（影響・適応・脆弱性）

http://www.ipcc-wg2.org/

（日本語）http://www.jma.go.jp/jma/press/0704/06a/ipcc_ar4_wg2.html）

第 3 作業部会（緩和策）
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・農林水産省地球温暖化対策総合戦略

http://www.maff.go.jp/kankyo/ondanka/index.html

・品目別地球温暖化適応策レポート

http://www.maff.go.jp/kankyo/honbu/04/ref_data03-2.pdf

・（独）農業・生物系特定産業技術研究機構による「農業に対する温暖化の影響の現状に関する調査」

http://www.naro.affrc.go.jp/news/0000000003/2006/0000001917/0000001917.html
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図表の出典

図   1：気象庁ホームページ（http://www.data.kishou.go.jp/climate/cpdinfo/temp/index.html）

図   2：IPCC 第 4 次評価報告書第 1 作業部会報告書

図   3：IPCC 第 3 次評価報告書第 1 作業部会報告書を参考に作成

図   4：（独）農業・食品産業技術総合研究機構　東北農業研究センター　長田健二氏提供

図  5 〜 7：農林水産省、第 3 回地球温暖化・森林吸収源対策推進本部参考資料（農水省ホームページ

http://www.maff.go.jp/kankyo/honbu/03/data05.pdf）

図   8：林・石郷岡・横沢・鳥谷・後藤（2001）：温暖化が日本の水稲栽培の潜在的特性に及ぼすインパクト、

地球環境 Vol.6 No.2、141 〜 148

図  9：長谷川（2006）大気 CO2 増加、温暖化で水稲の生育、収量はどうなる、農業環境技術研究所　研究成果

発表会 2006、p31-37

図 10：平成 14 年度　果樹研究所　研究成果情報「地球温暖化によるリンゴ及びウンシュウミカン栽培適地

の移動予測」

図 11：山崎ら（2006）平均気温の変動から推定したわが国の鶏肉生産に対する地球温暖化の影響、日本畜産

学会報 77（2）、231-235

図 12：長谷川（2006）大気 CO2 増加、温暖化で水稲の生育、収量はどうなる、農業環境技術研究所　研究

成果発表会 2006、p31-37

図 13：天然林の分布を規定する気候要因と温暖化の影響予測：とくにブナ林について（地球環境 2006　Vol.11）

図 14：桑原ほか　2006 温暖化による我が国水産生物の分布域の変化予測 .　地球環境 Vol.11、No.1、 49-57）

図 15：長崎県総合農林試験場の写真、データをもとに作成

図 16：平成 17 年度　九州沖縄農業研究センター成果情報「ブドウ赤色系品種「安芸クイーン」のハウス栽培

における着色向上に効果的な環状はく皮と無袋処理」

図 17：秋播型の早生小麦新品種「イワイノダイチ」（（独）農業・食品産業技術総合研究機構　九州沖縄農業

研究センターホームページ http://www.knaes.affrc.go.jp/seikadb/05/5-10.html）

図 18：平成 13 年度　関東東海北陸農業　研究成果情報　「愛知県における「イワイノダイチ」を用いた小麦

作期の前進」を参考に作成

図 19：（独）農業・食品産業技術総合研究機構　野菜茶業研究所　菊地　郁氏提供

表   1：IPCC ガイドライン（2006）における水田と畑からのメタン、一酸化二窒素の排出係数等
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